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研究成果の概要（和文）：全国の市・特別区が、情報化の進展段階のどこに位置し、どのように情報化活動を進めてい
くべきかのロードマップとなる成熟度モデルを構築した。そして、「IT化にかかる推進体制の水準及びIT戦略の水準」
である情報化推進能力と「セキュアで効率的かつ利便性の高い情報システムの構築及び運用の水準」である情報化推進
度の関係性を明らかにすることを通して、成熟度モデルの妥当性を検証した。最後に、自治体は「オープンガバメント
志向」へのシフトを強めることにより、住民の満足度向上につながるIT化施策の実現、すなわち「セキュアで効率的か
つ利便性の高い情報システムの構築及び運用」につながることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The objective of this study is to build maturity model for e-local governments. A 
roadmap where the stage of development of information technology is located, and how should they proceed 
with the activities information, certain that from the point of view of administrative management, to 
verify empirically the organization factors that determine the maturity.
Through to clarify the relationship of the information promotion capability and information promotion 
degree , it was verified the validity of the maturity model. Local governments and that would be open 
Government -oriented, lead to the realization of IT strategy that lead to the high satisfaction to their 
residents.

研究分野：経営情報学
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１．研究開始当初の背景 
（１）内外を問わず、民間を対象とする経営
情報システム研究者に比べて、行政の情報化
（電子政府・自治体）について、経営学から
接近する研究者は少なく、行政の情報化は研
究の空白領域となっている。研究代表者等は、
これまで、自治体と民間との情報化の比較分
析、日本とアメリカ・北欧との比較分析、電
子自治体構築の方法論、合併に伴うシステム
統合や共同アウトソーシング、あるいは地域
情報化のあり方など、わが国でのこの分野で
の先駆的な研究を継続的に行い、この分野で
の空白領域を埋める作業を実施してきた（以
下、行政というとき、政府（中央省庁）と自
治体の両方を含めて言う）。まず、1987年以
来、自治体の情報化の進展度について、断続
的に実態調査を行ってきた。特に 2001 年に
政府により e-Japan戦略が打ち出され、その
中で電子政府・自治体が主要課題として取り
上げられてから、主として自治体を対象に、
総合的かつ一貫的な調査を毎年実施するこ
とで、データの蓄積に努めてきた。2004 年
度より自治体の情報化の進展度を把握する
ための指標の抽出を開始し、2005 年度には
都道府県と市区を対象に、さらに 2006 年度
には町村を加え、約100項目の質問を用いて、
自治体の種別に、①庁内情報化、②行政サー
ビス、③情報セキュリティ、④総合、の４分
野の設問から構成される調査を行った。調査
結果は、2008年度まで、毎年、「我が国自治
体の情報化進展度」として内外の学会やメデ
ィアに公表し、多くの自治体にとって情報化
施策の参考とされるにいたっている。 
 
（２）近年、情報化や BPR（業務プロセスの
抜本的改革）を展開していくにあたり、成熟
度モデルが注目されている。カーネギーメロ
ン大学のCMMIなどが有名であるが、CMMI
では、成熟度モデルを「組織がプロセスをよ
り適切に管理できるようになることを目的
として遵守するべき指針を体系化したもの」
としている。進展度モデルがベストプラクテ
ィスをベンチマーキングして各時点での評
価対象の相対的位置を示すモデルであると
すれば、成熟度モデルは、目指すべき方向を
定める能力とその方向に向かえるかどうか
の組織能力（capability）を評価するモデル
であり、結果・成果だけでなく、結果・成果
を生み出せる能力に注目する。情報化の成熟
度に関する先行研究については、COBIT4.1
（2008）があるが、適用の対象は企業を想定
いる。行政を対象としたモデルとしては、住
民の行政への参加による成熟度段階モデル
（Arnstein，1969）、それを発展させたコー
ポレート・シチズンシップの発展段階モデル
（Mirvis & Googins, 2006）、行政における情
報化の技術的側面と組織的側面の統合を段
階的に捉えたモデル（Layne & Lee, 2001）、
e-デモクラシーを中心に考えるモデル
（Anttiroiko, 2003）などがあるが、いずれ

も電子自治体実現のための成熟度モデルと
しては十分ではなく、実効性があり、マネジ
メント要素の強い成熟度モデルが求められ
ている。 
 
２．研究の目的 
（１）成熟度とは、その対象がある方向に向
かって変化していると仮定した場合に、現在
どのような位置にあるかを表す指標である。
また、成熟度の効用は、自らの組織体の位置
と、目標としての将来のあるべき姿を把握し、
組織が進むべき方向性が定められることに
ある。我々は、成熟度モデルが行政の情報化
を中長期的かつ総合的に考える上で重要な
モデルであると捉えている。このような認識
のもと、研究代表者等は、2008年度より「自
治体の情報化における成熟度モデルの構築
とその適用」に取り組んできているが、試行
調査の時点から 3年が経過しており、その後
のクラウドコンピューティングや国民共通
番号制度の導入見通しなどの環境変化を受
け、本研究を企画するに至った。 
 
（２）本研究の目的は、行政経営の視点から
日本の地方自治体を対象として、情報化に関
する成熟度モデルを構築するとともに、実証
的に測定を行ない、適用することである。電
子自治体の進展を阻害する要因を分析する
とともに、全国の自治体が、いま情報化の進
展段階のどこに位置し、それぞれの現状から
どのように情報化活動を進めていくべきか
についての道程（ロードマップ）を自ら作る
ことができるように、電子自治体実現に向け
ての成熟度を定量評価できるモデルの構築
と適用を行う。 
 
（３）構築した成熟度モデルは決定表の形式
で表現される。この成熟度モデル決定表の妥
当性をアンケート調査及びヒアリング調査
から評価し、電子自治体のための成熟度モデ
ルを確かなものとして、成熟度を高めるため
のロードマップとするとともに、成熟度を規
定する組織要因についての分析を行う。 
 
３．研究の方法 
（１）研究対象は基礎自治体に限定し、これ
までの研究成果である情報化の進展度と情
報化のための組織の成熟度を把握する２つ
のモデルを精緻化する。そのために、初年度
に 2004 年より継続的に実施の自治体対象の
情報化進展度調査と 2008 年に実施した成熟
度調査の結果を踏まえ、情報化進展度モデル
と成熟度モデルの見直しを行なう。自治体種
別（政令市、中核・特例市、市町村、または
人口規模）を考慮に入れ、これまでの研究と
の継続性を維持しつつ、全自治体を対象にウ
ェブ調査を実施する。最終年度には、調査結
果に基づいて情報化進展度と成熟度を評価
し、代表的自治体をフォローアップ調査し、
研究の精度を高める。 



 
（２）2008 年に実施した前回の試行調査では、
そこで検討した自治体の成熟度モデルとそ
の適用試行の結果から種々の課題が浮き彫
りとなった。それらの主な点を列挙すると次
の通りである。①モデルの操作性をより高め
るという観点から、設問間の相互作用を検討
していく必要がある。②成熟度判定は、得点
の範囲によって決めているが、得点範囲と各
段階名との間には必ずしも整合性がないた
め、成熟度段階を決める基準について洗練化
する必要がある。このために、情報化進展度
モデルと成熟度モデルを明確に分け、行政の
取り組みの結果としての情報化進展度とそ
の情報化進展度をもたらした組織能力全般
（capability）を評価する成熟度との間の関
係を試行調査結果を再吟味・再分析すること
から明らかにする。この過程で、「福岡原則」
を参照した分析枠組みの構築を行い、自治体
があるべき電子自治体の実現に向けてどの
レベル（段階あるいは成熟度）に位置し、上
位の段階に到達するためにはどのような取
組みを行うべきかが分かるモデルを構築す
る。 
 
（３）分析枠組みと作業仮説の妥当性を検討
するため、外部有識者からのヒアリング、政
府・自治体（複数）の聞き取りと観察による
予備調査を行う。特に自治体の規模を考慮し
て予備調査の対象となる自治体を選定し、そ
の上でヒアリング調査を実施する。全国の自
治体を対象に、情報化進展度と成熟度を測
定するためのウェブ調査を行う。具体的に
は、ウェブ調査の質問項目の設計、対象組
織への依頼、調査の実施、回答データの解
析を行う。なお、解析手法にはクラスター
分析、多重比較、共分散構造分析を用いる。
そして、ウェブ調査結果にもとづき、いく
つかの自治体を抽出してフォローアップ調
査を行い、モデルの妥当性の検討と信頼度
の向上を図る。 
 
４．研究成果 
（１）これまでの試行調査及び海外文献等の
レビューの結果から、本研究では「IT 戦略」
「推進体制」「業務改革（BPR）」「システム調
達・開発・運用」「情報セキュリティ」の 5
要因が情報化マネジメントの成熟度を構成
する要素であると結論付けた。「IT 戦略」は、
政府、自治体の情報化目的を果たす際の機会、
阻害要因を自組織に有利なように変えるた
めのIT手段選択の基本原理である。加えて、
情報化目標を達成したときの到達状態を具
体的に示した IT 目標についても包含した概
念として用いる。「推進体制」とは、IT 戦略
を円滑に成果に結びつけるための情報化推
進の体制であり、主に自治体職員の情報スキ
ルを取り上げている。「業務改革（BPR）」と
は既存の組織やルールを抜本的に見直し、職
務、業務フロー、管理機構、情報システムを

再設計、再構築することで業務改革を行うこ
とであり、とりわけ情報システムの再設計・
再構築とセットで実施されるべきものであ
ると位置づける。「システム調達・開発・運
用」は情報システムの調達・開発・運用の段
階において、適切に管理されているかに取り
上げ、本研究ではシステムの事前評価や事後
評価を含む概念とする。最後に、情報化にお
いて想起される脅威から情報資産を守る「情
報セキュリティ」は自治体が保護すべき情報
資産について、機密性、完全性、可用性（情
報セキュリティ）をバランス良く維持し改善
していく組織内活動であり、主にマネジメン
トの側面を中心に取り上げる。情報化成熟度
を構成する基本指標として、これら 5要因を
採用するに至ったのは次の理由による。情報
化活動を推進していく目的は、個々の組織に
よって異なるが大別すれば、「住民サービス
の利便性の向上」と「自治体業務の効率化」
として捉えることができる。その際、重要と
なるのが「業務改革（BPR：Business Process 
Reengineering）」と「情報システムの調達・
開発・運用」に関する活動である。例えば、
業務の効率化を推進するにあたっては、従来
の業務についてICTを用いて簡素化する一方、
その過程（もしくは、事前に）においてこれ
までと異なる業務プロセスを構築し、業務の
効率化を実現していくことになる。また、シ
ステムの検討を行う際に、多くの機能を求め
る傾向にあるが機能に優先順位を付け、導入
基準を上位 80%にするなど、業務フローの見
直しやデータ連携のオンライン妥当性等も
考慮し、業務と経費の効率化のバランスを取
るコストマネジメントの視点が重要と言え
る。コストマネジメントの視点だけではなく、
ICT を活用した住民サービスを導入する際に、
市民サービスの向上を図ることができるか
という点も重要であり、例えば 24 時間サー
ビスの導入や携帯電話、街頭端末での利用等
が考えられるが、こうしたサービスのあるべ
き姿や目的に従った適正な規模であるかと
いうことを考慮したシステム開発が求めら
れる。しかし、こうした「業務改革（BPR）」
と「情報システムの調達・開発・運用」に関
する活動のみに注視するアプローチは適切
ではない。IT戦略に始まり、戦略を実現する
推進体制と情報活動を保護する情報セキュ
リティを整備し、具体的に IT 戦略に基づい
た業務改革（BPR）やシステムの調達・開発・
運用などに関する活動が行われていく、これ
らの一連の流れが重要であると考え、これら
一連の流れが適切な水準で実施されている
かに着眼し、「セキュアで効率的かつ利便性
の高い情報システムの構築及び運用」を実現
するプロセスに関するモデル構築・検証を行
うに至った。 
 
（２）これら 5要因に対して、成熟度段階を
決定する段階を設けた。 
第 0 段階：当該要素の存在を確認できない、



または何もしていない 
第 1段階：形式上、当該要素がある、または
確認できる 
第 2段階：実質的に、当該要素が運用されは
じめる 
第 3段階：当該要素が適切に管理され始める 
第 4段階：当該要素が改善される仕組みが機
能している 
第 5段階：当該要素を構成するサブ要素が網
羅的に実施され、それらが整合的に機能して
いる 
これらは各自治体がそれぞれの要素におい
て、現在どの水準に位置するかを表したもの
であり、今回は 0 段階が最も低く、5 段階が
最も高い水準を示している。成熟度段階を設
定にするに当たっては次に示す視点から設
定した。そして、成熟度段階は、0から 1、1
から 2、2 から 3、3 から 4、4 から 5 という
ように、各段階をクリアしていなければ、上
位の段階とはならないように設定した。IT 戦
略を例にとると、情報化推進計画を策定して
おり、効率化目標についても設定している場
合であっても、かかる計画を定期的に見直し
ていない場合は、成熟度段階は1段階となる。 
 
（３）この段階を元に 5要因間の関係を整理
した基本枠組みを構築した。この基本枠組み
の特徴を示せば次のとおりである。 
①IT 戦略と推進体制を「情報化推進能力」と
して位置づける。 
②業務改革（BPR）、情報システムの調達・開
発・運用、情報セキュリティの 3要因を「セ
キュアで効率的かつ利便性の高い情報シス
テムの構築及び運用」の構成要素として、「情
報化推進度」と位置づける。 
③「情報化推進能力」と「情報化推進度」の
両者から構成される概念を情報化成熟度と
して、成熟度を向上させるには、それぞれを
段階的に向上させる必要がある。 
この基本的枠組みに基づき「自治体情報化成

熟度モデルの作成」を行い、成熟度モデルを
作成した。続いて「パイロットスタディのた
めのサンプル調査」を行うために、情報化推
進の管理職や担当者（藤沢市、三鷹市、つく
ば市の 3市）に対して、枠組みやモデル案に
ついて妥当性のチェックを行い、段階数や属
性項目の妥当性を評価し、モデルの信頼性を
高めることに務めた。基本枠組みをもとに、
3市の協力のもと、IT 戦略から情報セキュリ
ティに至る 5 要因について、（２）に示す成
熟度段階（0 から 5 の 6 段階）を設定したの
が表 1である。 
 
（４）「IT 化にかかる推進体制の水準及び IT
戦略の水準」である情報化推進能力と「セキ
ュアで効率的かつ利便性の高い情報システ
ムの構築及び運用の水準」である情報化推進
度の両者の関係について分析枠組みとして
まとめ、アンケートデータから検証を行った。 
①IT 戦略と推進体制の水準を HIGH と LOW の
2 つに分けて、4 象限のマトリックスとした
分析枠組みである。各象限はそれぞれ IT 戦
略と推進体制の水準の組み合わせであり、言
い換えれば、情報化推進能力を分類している。
パターン 1 は IT 計画も推進体制も水準が低
く、十分な水準で IT 戦略が立案されておら
ず、立案して実施するだけの推進体制も整っ
ていない状態である。そのため、まずは情報
化施策を見直し、そのための権限や資源を確
保することが急務といえる。 
②パターン 2は、推進体制が整っているにも
かかわらず IT 戦略の水準が低いままに留ま
っているケースである。言い換えれば成熟度
の高い IT 戦略を立案しても、それを実行で
きるだけの能力があるため、情報化推進度の
成熟度の向上が期待できる。 
③パターン 3 は IT 戦略の水準は高いが、推
進体制が整っていないため、情報化推進度の
成熟度が低い水準に留まっていることが推
察できる。パターン 3はパターン 2とは逆に、

表 1 成熟度段階の決定表 

 0段階 1段階 2段階 3段階 4段階 5段階 
当該要素の存在を確認

できない＜もしくは＞

何もしていない 

形式上、当該要素がある

＜もしくは＞確認でき

る 

実質的に、当該要素が運

用されはじめる 
当該要素が適切に管理

され始める 
当該要素が改善される

仕組みが機能している 
当該要素を構成するサ

ブ要素が網羅的に実施

され、それらが整合的に

機能している 
IT戦略 計画を策定していない 計画は策定しているが

見直しがされていない 
計画を策定し定期的に

見直しをおこなってい

る 

2段階に加え効率化目標
（定性）を設定している 

3段階に加え効率化目標
（定量）を設定している 

4段階に加えITガバナン
スに組織的に対応して

いる 
推進体制 会議を行っていない and

マニュフェスト等の記

載がない 

会議を行っている or マ
ニュフェスト等の記載

がある 

1段階に加え部門が明確
になっている 

2段階に加えIT職員に関
する研修プログラムが

ある 

3段階に加えIT職員に必
要なスキルを明確にし

ている 

4段階に加え一般職員に
関する研修プログラム

がある 
業務改革 業務改革に取り組んで

いない 
組織の一担当部門のみ

で業務改革に取り組ん

でいる 

組織の複数部門 or 全庁
で業務改革に取り組ん

でいる 

2段階に加えガイドライ
ンを作成している 

3段階に加え業務の見え
る化に取り組んでいる 

4段階に加え業務改革の
成果を次に活かしてい

る 
システム

開発・運用 
情報主管部門が情報主

管部門以外の情報シス

テムの予算を全く把握

していない or 一部しか
把握していない 

予算を管轄する部署が

情報主管部署である or
情報主管部署が各業務

課の管轄する情報シス

テムの内容を概ね把握

している 

1段階に加え事前評価を
行っている 

2段階に加え事前評価の
結果を予算に反映する

しくみがある 

3段階に加え事後評価を
行っている or SLAを作
成している 

4段階に加え事後評価の
指数が定量化されてい

る or SLAを情報主管部
署の職員が作成してい

る 

情報セキ

ュリティ 
担当部署が決まってい

ない or CISOが決まっ
ていない 

担当部署、CISO が決ま
っている 

1段階に加え教育活動を
行っている 

2段階に加え内部監査を
実施している or リスク
分析を行っている 

3段階に加えマネジメン
トサイクルをまわして

いる 

4段階に加え経営層が関
与した形で見直しして

いる 

  
 



推進体制を強化することから取り組まなけ
ればならない。また、推進体制が整っていな
いことから、策定されている IT 戦略が適切
でない可能性もあり、早急に改善措置が必要
なパターンといえる。 
④最後にパターン 4 は IT 戦略が適切に策定
され、推進体制が十分なことから、適切な情
報化施策が実現されている可能性が高い。情
報化推進度も他の 3つのパターンに比べ、格
段に高い水準にあることが推察される。 
⑤IT 戦略と推進体制の成熟度（6段階）から
クラスター分析（非階層法）を実施して、ク
ラスターごとに他の 3つの要因と 3要因を主
成分分析によって1つに集約した情報化推進
度の差異を明らかにするために分散分析を
行った。この結果から、「IT 戦略と推進体制
の水準がともに高ければ（低ければ）、情報
化推進度の水準も高い（低い）」、「IT 戦略の
水準が低く推進体制の水準が高いケース（パ
ターン 2）と IT 戦略の水準が高く推進体制の
水準が低いケース（パターン 3）は、個々の
要因ではどちらが高いかは異なるが、パター
ン 1よりも高くパターン 4よりも低い」こと
が明らかとなった。情報化推進度との関係か
ら、パターン 3よりもパターン 2の方が高い
ことから、改めて推進体制の重要性を示唆す
る結果になった 
 
（５）最後の成果として、「IT 戦略」、「推進
体制」、「業務改革」、「システム開発・運用」
「情報セキュリティ」の 5要因をもとにした
「IT 化にかかる推進体制の水準及び IT 戦略
の水準」である情報化推進能力と「セキュア
で効率的かつ利便性の高い情報システムの
構築及び運用の水準」である情報化推進度を
間接的に向上させる要因として、「オープン
ガバメント志向」を取り上げ、共分散構造分
析によって、3 者の相互作用を明らかにした
（図 1）。なお、オープンガバメント志向は「住
民参画度」と「組織内における OG 意識」の 2
つの観測変数から導出される潜在変数とし
た。このメカニズムについてまとめると、自
治体は IT戦略や IT化推進体制を整えるだけ
でなく、「オープンガバメント志向」へのシ
フトを強めることにより、住民意見を基盤と
した意識を組織内に共有することができる。
そして、それらが好連鎖と好循環をもたらし、
すべての住民の満足度向上につながる IT 化
施策の実現、すなわち「セキュアで効率的か
つ利便性の高い情報システムの構築及び運
用」につなげることができる。 
 

 

図 1 情報化成熟度を構成する要因間の関係 
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